
























　借入あるいは購入する場合､農地の所有者と連名で「農地法3条許可申請書」を農業委員会に提出し、許可を受
ける仕組みです。

◯農地法による場合 【 市町農業委員会 】

農地法に基づく農地の権利取得の下限面積の設定状況

高松市 20

区　分 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a）

丸亀市 30
本土
地区

坂出市 30

善通寺市 30

観音寺市 40

さぬき市 40

東かがわ市 40

（注）設定状況は令和3年4月現在
（香川県農地機構調べ）

高松市、小豆島町
直島町 5

区　分 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a）

島嶼
地区

土庄町、
他市町の島嶼部 10

　農業を始めるには、一般的に農地を利用することになります。農地を買ったり借りたりする場合には、農地に関する
法律に基づき、許可等が必要になります。

　農地機構は、地域ごとに、農地の借受希望者の募集を行い、貸し付けることのできる農地が出てきた時点で、貸付
先決定ルールに即して借受希望者と協議を行い､貸付先を決定する仕組みで、自ら農地を探す必要はありません。
なお、農地機構では新規就農者の農地の確保について優先的に配慮する方針です。
　また、担い手が新たに農地を集積する場合に、補助金を受け取ることもできます。（農地集積補助金交付事業）

◯農地中間管理事業による場合 【 香川県農地機構 】

　市町が複数の農地の権利移動について一括して計画を作成・公告することで､農地法の許可を得ることなく､農地
の権利の設定・移転が行われる仕組みです。貸借の場合、契約期限が到来すれば契約は自動的に解消されますが、貸
し手・借り手双方の同意があれば再度、利用権を設定することができます。

農業経営基盤強化促進法に基づく農地の権利取得の下限面積の設定状況

高松市 10

区　分 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a）

丸亀市 設定なし
本土
地区

坂出市 30

善通寺市 30

観音寺市 設定なし

さぬき市 40

東かがわ市 30

（注）設定状況は令和3年4月現在（香川県農地機構調べ）

三豊市 設定なし

三木町 40

宇多津町 設定なし

綾川町 40

琴平町 40

多度津町 設定なし

まんのう町 設定なし

高松市 2

区　分 市町名 設定面積（a） 市町名 設定面積（a）

小豆島町 設定なし
島嶼
地区

土庄町 10

直島町 設定なし

◯農業経営基盤強化促進法による場合 【 市町 】

三豊市 30

（詫間町） 20

三木町 40

宇多津町 30

綾川町 40

琴平町 40

まんのう町 40

多度津町 30

経営基盤となる農地確保への支援
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認定新規
就農者

①窓口機関※
　へ提出

④融資機関による審査

⑤窓口機関

認定新規就農者へ
融資可否の回答指導

農業士等
県

（普及センター等）

＜提出書類＞
・借入申込希望書
・経営改善資金
計画書
・青年等就農計画
（写し）
・青年等就農計画の
認定書（写し）等

（・指導農業士等
　による意見書）

※民間金融機関、日本政策金融公庫の受託金融機関、日本政策金融金庫

②
意
見
書
の
確
認

③
意
見
書
の
提
出

　 

（
確
認
書
の
提
出
）

意見書の
提出

　新たに農業を始めるにあたっては「資金」が必要となります。就農時に借り受けることができる資金は次のとおり
です。ただ、資金制度があるからといって安易に借り入れることは、資金の償還時に農業経営を圧迫する要因となる
場合もありますので注意が必要です。

資金の種類 貸付対象事業 貸付条件 借受資格 貸付限度額

●農地等の改良等
●農業生産用施設・機械等の改良、造成、取得
●農産物の加工処理・流通販売施設、観光農業　　
　施設等の改良、造成、取得
●創立費、開業費その他の繰延資産の取得等
●家畜・果樹の導入、農地賃借料の支払いその他の
　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65
　号）第14条の4第2項第3号の措置を行うのに
　必要な長期資金

青年等就農資金
農業経営開始資金

備考／市町特別融資制度推進会議により、経営改善資金計画の認定を受けていること

認定新規
就農者

無利子
償還期間 17年

（うち据置5年以内）以内

3,700万円
（特認1億円）

融資対象物件以外の
担保及び

第三者保証人は不要

経営体
育成強化資金

資金の種類 貸付対象事業 貸付条件 借受資格 貸付限度額

●農地の取得に必要な資金
●農業用建構築物、農機具の購入費
●果樹等の植栽、育成等
●家畜の購入、育成費

新規就農者の
必要とする農地等を
取得するための資金

備考／市町特別融資制度推進会議により、経営改善資金計画の認定を受けていること

認定新規
就農者

償還期間 25年
（うち据置3年以内）以内
（農地等の取得の場合は

据置5年）

【貸付利率】0.30％
（令和3年5月31日現在）

事業費の80％以内
（個人）1億5,000万円

農地等の取得の
場合は

1,000万円

農業近代化資金

資金の種類 貸付対象事業 貸付条件 借受資格 貸付限度額

●農業用建構築物、農機具の購入費
●果樹等の植栽、育成費
●家畜の購入、育成費
●農地又は牧野の改良、造成又は復旧

新規就農者の必要とする
初期投資資金

備考／市町特別融資制度推進会議により、経営改善資金計画の認定を受けていること

認定新規
就農者

償還期間 17年
（うち据置5年以内）以内

【貸付利率】0.30％
（令和3年5月31日現在）

（個人）
1,800万円

ただし、融資率は
事業費の80％以内

経営発展に向けての制度資金の活用
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